[image: ]「適格請求書等保存方式（インボイス制度）」が導入されますQ.令和5(2023)年10月1日よりインボイス制度(適格請求書等保存方式)がはじまった場合に事業者への具体的な影響はありますか？





[image: ]A.インボイス制度がはじまると、適格請求書発行事業者が交付する適格請求書の保存が仕入税額控除の要件となります。従って、課税事業者・免税事業者を問わず、影響があります。





【参考】消費税の納付額算定の方法
売上時に
預かった消費税
仕入時に
支払った消費税
納付税額
原則、適格請求書のあるもののみ控除ができます
（令和11年9月30日まで段階的に経過措置があります）








免税事業者は、適格請求書を交付することが出来ません。したがって、免税事業者からの仕入については、今後仕入税額控除が出来ないため仕入が敬遠されることも考えられます。
　　なお、課税事業者となり、適格請求書発行事業者として登録すればインボイスの発行は可能です。


[image: ]




✔インボイスの交付義務が免除されるケース
①公共交通機関である船舶、バスまたは鉄道運賃（税込み3万円未満）
②出荷者が卸売市場において行う生鮮食料品等の販売
③生産者が農協、漁協または森林組合等に委託して行う農林水産物の販売
④自動販売機・自動サービス機により行われる商品の販売等
[image: ][image: ]⑤郵便切手を対価とする郵便サービス（郵便ポストに差し出されたものに限る）

買い手


[image: ]

[image: ]今日はここまで。続きはセミナーでね。
もっと詳しく教えて！
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